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1は じ め に
会計のあるところ監査が必要 とされるといってもよいか もしれない。個人が
自分 自身のために会計記録を保存する場合は別 として,他 人に対 して会計報告
をするときには,監 査 を欠かす ことができない。監査は会計報告の信頼性 を高
める役割を果たす。本稿では組織体の会計のうちでも企業の会計監査を対象と
する。第二次大戦後における企業の会計監査 は著 しく発展 した。それは大企業
に対する強制監査 と公認会計士の登場に負 うところが大きい。
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今日の会計監査は著 しい発展 を遂げ,か なり成熟 した段階に達していると思
いがちである。にもかかわ らず,最も発展 しているはずのアメリカにおいても,
またわが国においても,会計監査 をめ ぐる不祥事は跡 を絶たない。現在におい
てさえ,抜本的な見直 しの必要性が叫ばれている。会計監査の土台はゆらいで
いるといってもよいかもしれない。そのような状況において,同 じ過ちを繰 り
返 さないためにも,過去の歴史を整理 してお くことは大切 といえよう。
わが国の戦後における会計監査史を振 り返るとき,証券取引法関係 と商法関
係を分けて考察することが重要である。公認会計士による強制監査 は,ま ず証
券取引法のもとで実施 され,か な りの実績 を積み重ねたのち,商 法に導入 され
るようになった。そこで,証 券取引法 と商法 による二元的な会計監査がわが国
の特徴 になっている。
会計監査は監査理論にもとついて行なわれる。監査理論が充実 していなけれ
ば,適 切な会計監査を行なうことはで きない。会計監査 を制度化するさい,監
査理論は監査基準 として明示されることになる。監査基準の変遷 は監査理論の
展開を明示的に物語っている。 したがって,監 査基準は監査の歴史上,主 要な
領域 をしめることになる。
以上のことから,本稿では,戦 後の会計監査 を歴史的に分析するにあた り,
証券取引法および商法における制度化の過程 をまず考察し,そ のうえで監査基
準の歩みについて言及 したい と考える。
2証 券取引法上の会計監査
(1)公認会計士法と証券取引法の制定
第二次大戦直後の証券市場は麻痺状況にあ り,その再開が強 く望まれていた。
「証券資本制の復帰 とその条件」 を検討 した太田哲三氏は,つ ぎの点が最 も重
要であると考えた。
「最後に最 も重要なことは株式資本は完全 に維持保全 されてあることの信頼
が,一 般の投資家大衆に徹底することである。株式会社制度は産業資本の証券
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化と云ふ非常な長所 をもつ ものではあるが,同 時にまたこれに附随 した弊害も
看過することは出来ない ものがある。即ちその制度の基本的なものは大衆資本
の運用を少数の重役に委ねることであり,重役は企業の経営担当者として自己
の判断に従って勝手にこれを運用 しているのである。株主総会は法律上最高の
意思決定の機関ではあるが 日常の経営事務 には何等干渉する権利 もなく,また
機会もないのである。会社の経営遂行の結果は営業報告として総会に提出され
るが,大 多数の株主はこれを批判するだけの能力 もな く又その便宜も与えられ
ていない1)。」
一般投資家の信頼を獲得するためには,会計専門家 による監査制度の確立が
必要とされたのである。
証券取引法がはじめて制定 されたのは昭和22年3月のことである。それは一
部施行されただけで,翌23年4月に全面改正された。主な改正点は,つ ぎの6
つにあるといわれている。
「第一に証券取引委員会の権限を強化 してこれを独立の行政官庁 とし,規則
制定権 を付与 した。第二に有価証券の届け出制度については,届 け出を公募の
場合に限ることとし,また規定 を整備 した。第三に証券業者の免許制度を改め
て登録制度にす るとともに規制を強化 した。第四に証券業協会に関する規定を
設け,協 会の自治的な活動により,い わゆる場外市場における取引の公正をは
かった。第五に取引所を免許制度から登録制度に改めるとともに,仮 想売買,
なれ合い売買,相 場操縦,過 当投機等の取 り締まりのための具体的な規定 を設
けた。第六に役員または大株主等の内部者取引につ き不正を防止する規定 を設
けた2)。」
改正法にはつぎの規定が設けられた。
第193条証券取引委員会は,この法律の規定により提出される貸借対照表,
1)太田哲三 「証券資本制の復帰 とその条件」(平井泰太郎編 『経営経理 と公認会計士』
国元書房,昭 和24年,11ペー ジ)。
2)吉 田晴二 「証券取引法の制定一投資家の保護 を徹底一」(有沢広巳監修 『証券百
年史』 日本経済新聞社,昭 和53年,209ペー ジ)。
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損益計算書その他 の財務計算に関する書類が計理士の監査証明を受けたも
のでなければならない旨を証券取引委員会規則で定めることができる。
しか し,これを実施するためには,計理士の資質が問題 とされた。計理士 よ
りも監査能力の点です ぐれている公認会計士の制度化が要請 された。昭和23年
7月に公認会計士法が制定 され,厳 しい資格を課 した会計専 門家の養成がス
ター トした。また,同法附則第68条により,証券取引法第193条中の 「計理士」
は 「公認会計士」に改め られた。
昭和25年3月に証券取引法の改正が行なわれ,第193条および第193条の2第
1項はつ ぎのように規定された。
第193条この法律の規定により提出される貸借対照表,損 益計算書その他
の財務計算に関す る書類は,証 券取引委員会が一般に公正妥当であると認
められるところに従 って証券取引委員会規則で定める用語,様 式及び作成
方法により,これを作成 しなければならない。
第193条の2証 券取引所 に上場されている株式の発行会社その他の者で証
券取引委員会規則で定めるものが,こ の法律の規定により提出する貸借対
照表,損 益計算書その他の財務計算に関する書類 には,そ の者と特別の利
害関係のない公認会計士の監査証明を受けなければならない。
このようにして,公 認会計士による法定監査制度の基礎 は確立 されたのであ
る3)。
(2)制度監査から正規の監査へ
戦前の会計監査では精細監査から貸借対照表監査への展開が見 られた。企業
規模の拡大にともない,精 細監査は不可能 と解 され,内 部牽制組織 に依存 した
試査の導入が避けられないと考えられた。貸借対照表監査が強調されたのはそ
のためである。
3)日本公認会計士協会25年史編 さん委員会編 『公認会計士制度25年史』 日本公認会
計士協会,昭 和50年,328ペー ジ。
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戦後の会計監査においては,内 部統制組織に依存 した財務諸表監査が強調 さ
れるようになった。貸借対照表項 目における記録 と事実の照合だけでは不十分
であ り,損益項 目を含めた財務諸表監査が必要とされた。
もっとも,山桝忠恕氏のように,貸 借対照表監査を米国に固有の信用 目的監
査 と結 びついた特殊な監査方式として位置づける見方4)もある。そのような考
えによれば,貸借対照表監査か ら財務諸表監査への発展 という単純な見方は通
じなくなるであろう。さらに同氏は,わが国の監査制度のあ り方を考えるさい,
つ ぎのような見方が必要であると述べている。
「われわれ としては,ま ずもって,監 査制度のもつ一般的 ・普遍的な性格 と
その基本的な動向とを見極めたうえで,わ が くにの特殊性 ・個別性 をこれに加
重 して結論を出すという,ど こまでも慎重な態度をとることこそが必要であろ
う5)。」
そこでは,わ が国の特殊性 ・個別性 を監査制度に生かすことが大切 とされて
いる。
なお,戦 前の内部牽制組織が戦後に内部統制組織 と呼ばれるようになったの
は,内 部監査制度等を含めて理解されるようになったためである。
会計監査 を実施するためには,企 業側の受入体制が整わなければならない。
すなわち,内 部統制組織が整備 されていることが会計監査の前提になる。正規
の監査を実施する準備段階 として制度監査が行なわれたのはそのためである。
制度監査は5回 にわたって行なわれた。昭和26年7月か ら初度監査が始まり,
次年度監査,第 三次監査,第 四次監査,第 五次監査 と続 き,同32年1月か ら正
規の監査に移行 した。制度監査にはかな りの年月をかけたことになる。
昭和26年3月に会計監査基準懇談会が設置され,そ こで検討 された 「会計制
度監査準則」をもとに初度監査が行なわれた。会計制度監査は,会 計制度の整
備および運用の状況 を検査することと解 された6)。
4)山 桝忠恕著 『監査制度の展開』有斐閣,昭 和36年,第8章 参照。
5)同書,169ペー ジ。
6)岩 田巖著 『会計士監査』森山書店,昭 和29年,168ペー ジ。
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次年度監査においては,「会計制度の整備状況」か ら 「会計制度の運用状況」
に重点が移 された。会社 の会計実務が,規 程上または実際上慣習として,ど の
程度に整備確立されているかは初年度に確かめられているので,次 年度にはそ
の実施状況 を検討する方向に全力をそそいだわけである7)。
第三次監査では,会社 の会計制度を充実する意味において特 に内部監査制度
確立の問題が重要視 された。会計制度の維持改良には内部監査が欠かせないと
判断されたわけである8)。
第四次監査 は正常監査 と呼ばれた。そこでは,被 監査会社の会計制度の運用
状況のほか,原則 として財務諸表の重要な項 目の監査が行なわれた。すなわち,
制度監査 と財務諸表監査が合わせて行なわれたことになる9)。
第五次監査は,「依然 として貸借対照表監査に止まっているものの,第 四次
監査 と異な り,監査完了期限を定め,重 要な監査項 目を逐次増加 してゆ く点に
その特色をもってい10)」た。第五次は昭和30年1月か ら行 なわれた。同年3月,
公認会計士監査制度の確立に尽力された岩田巖氏が亡 くなられた。『産業経理』
の追悼号において,黒 澤清氏はつぎのように述べている。
「公認会計士による監査の制度の発展のために努力することと,会計理論の
深化のために苦悶す ることとは,同 一物の二つの姿であって,彼 においては,
一身に統一されていたのである11)。」
その後,昭 和32年1月か ら正規の監査がやっと実施されるようになった。証
券取引法による義務づけがなされてから6年が経過していた。
7)同 書,208・-209ペー ジ 。
8)同 書,224--225ペー ジ 。
9)同 書,226・一 227ペー ジ 。
10)羽柴 忠 雄 「正 規 の 監 査 実 施 に い た る経 緯 」『企 業 会 計 』第8巻10号,昭 和31年10月,
50ペー ジ 。
11)黒澤 清 「岩 田 巖 君 の 人 と学 風 に つ い て の 回 想 記 」 『産 業 経 理 』 第15巻6号,昭 和30
年6月,18ペ ー ジ 。
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(3)監査法人制度の創設
昭和39年から40年にかけて,日本特殊鋼,サ ンウェーブ工業,日本繊維工業,
山陽特殊製鋼などの企業倒産が相次いだ。 とりわけ昭和40年3月に会社更生法
の適用 申請を行なった山陽特殊製鋼の場合には,資 本金73億8千万円,負 債総
額480億円,従 業員3,700人というわが国有数の特殊鋼メーカーであ り,各方面
に深刻 な衝撃を与えた。さらに,同 社の粉飾累計額は131億円に達す ることが
明 らかになった。また,昭 和33年3月期か ら39年9月期 までの7年14期におけ
る架空利益計上額の合計91億327万円について,関 与公認会計士が適正意見 を
表明 していたため,公認会計士に対 して登録抹消の懲戒処分が行なわれた12)。
監査に対する信頼性は著 しく傷つけ られたことになる。
大蔵省では行政運用面 と制度面の両方か ら改善策に取 り組むこととなった。
制度面ではつ ぎの2つ の措置が講 じられた。
「第一 は,監査法人制度の導入 と日本公認会計士協会の特殊法人化 を二本の
柱 とする公認会計士法の改正であり,第二は,公 認会計士によるべ き監査手続
基準の改善である13)。」
第二の点については後述することとし,こ こでは第一の点について言及す る
ことにす る。昭和40年5月から公認会計士審査会小委員会で検討が始め られ,
同年11月に 「日本公認会計士協会の特殊法人化及び公認会計士の協同組織体の
推進についての具体的措置 に関する答 申」が まとめ られた。答申では,公 認会
計士の協同組織体のための法制が必要な理由として,つ ぎの6つ が挙 げられて
いる14)Q
① 被監査会社の経営規模が著 しく拡大 し,個 々の公認会計士の単独監査で
は適正な監査が実施できない現状 にあ り,組織的な監査が必要 とされてい
ること。
12)『公認会計士制度25年史』374-375ページ。
13)西野嘉 一郎著 『現代会計監査制度発展史一 日本公認会計士制度のあゆみ一』第一
法規 昭和60年,168ペー ジ。
14)日本公認会計士協会25年史編 さん委員会編 『公認会計士制度25年史(別 巻)』日
本公認会計士協会,昭 和50年,868ペー ジ。
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② 被監査会社の企業経営の多角化に伴い,適正な監査 を実施するためには,
それぞれの業種部門に精通 した公認会計士の共同の監査が望ましいこと。
③ 被監査会社の監査に当たっては,個 人である公認会計士では監査の独立
性 を保つ ことが必ず しも容易でないこと。
④ 個人である公認会計士では,監 査に伴う債務不履行又は不法行為 による
損害賠償責任 を必ずしも十分 に果たし得 ないこと。
⑤ 適正な監査 を実施するために必要な物的施設の整備には,個 人である公
認会計士では限界があること。
⑥ 企業活動が継続 して行われているため,そ の監査 には継続性が必要であ
るが,個 人である公認会計士ではその要件が満たされないこと。
この答申にもとついて,「わが国に初めて昭和42年1月に監査法人の第1号
が誕生 し,一方,昭 和41年12月1日には社団法人 日本公認会計士協会は衣替え
して,公 認会計士法 に基づ く特殊法人が新 しく発足す ることになった15)」と
いわれている。
3商 法上の会計監査
(1)商法特例法にもとつく会計監査人監査
山陽特殊製鋼事件 を契機 とした監査制度の改善要求に対 して,商 法 もまた積
極的な取 り組みを示 した。昭和43年9月には 「株式会社監査制度改正に関する
民事局参事官室試案」が公表され,そ のなかで,資 本金1億 円以上の株式会社
は,計算書類 について公認会計士又は監査法人の監査 を受けなければならない,
と規定された。その理由はつぎのように述べ られた。
「大会社 にあっては,株主,債 権者その他の利害関係人が多 く,経理内容 も
複雑であるか ら,その計算書類については,独 立 した専門家の監査 を受けるこ
とが望 ましいので,大 会社の計算書類 について,公 認会計士又は監査法人が監
15)西野 嘉 一 郎,前 掲 書,178ペ ー ジ。
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査を行 なう制度 を新設 しようとす るものである16)。」
商法は伝統的に監査役監査を維持 してきた。 しかし,監査役は会計監査の専
門家ではない。外部の独立 した会計監査人による監査の方が望ましい と判断さ
れたのであろう。試案に対 して,企業会計審議会は 「監査制度改善に関する 『商
法改正試案』について」 と題する意見書を公表 した。そこではつぎのような考
えが示 されている。
「わが国における公認会計士監査は,沿革的には証券取引法上の監査 として
発展 し,現在,こ れが公認会計士監査の中枢 を占めている。 したがって,『商
法改正試案』による監査制度の円滑な実施を図るためには,商 法上の監査 と証
券取引法上の監査 との十分な調整を図 り,両者が事実上一本化されることが望
まれる17)。」
一本化に向けた最大の課題は会計基準の調整にあったといえよう。企業会計
原則と商法計算規定はかな りの相違を示 していた。両者の一致が得 られないと
なると,監査の判断基準が2つ 存在することになる。同一の会社に対する同一
の監査人による監査結果が異 なるとなれば,財務諸表の利用者が混乱すること
は明 らかである。両者の調整は避けられない状況になった。
その後,紆 余曲折 を経て,昭 和49年4月に商法の改正ならびに 「株式会社の
監査等 に関する商法の特例に関する法律」(以下,商 法特例法 という)の 制定
が実現 した。改正商法では監査役の監査範囲が会計監査のみか ら業務監査にも
拡大された。また商法特例法では,資 本金5億 円以上の株式会社に対 して,会
計監査人の監査が強制されるようになった。大会社の範囲は試案の資本金1億
円から5億 円に引 き上げられている。
(2)商法監査と証券取引法監査の融合
昭和56年6月の商法特例法改正により,大会社の範囲は資本金5億 円以上ま
たは負債合計200億円以上の株式会社 に変更された。負債合計の条件が加 えら
16)新井清光編 『日本会計 ・監査規範形成史料』中央経済社,平 成元年,807ペー ジ。
17)同書,517ペー ジ。
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れることにより,監査範囲は拡大 した。
商法 と証券取引法では,監査対象 となる会社の範囲が一致 しない。一般的に
は,商法の方が証券取引法 よりも範囲が広い。監査報告書は別々に作成 される。
商法監査 と証券取引法監査は二元化 しているといってよいであろう。それらを
融合 し,統一化する方法はないのであろうか。
かつて,鈴 木竹雄氏 は商法 と証券取引法の関係について,つ ぎのように論 じ
たことがある。すなわち,商 法も証券取引法もその目的 とするところは同様で
あ り,証券取引法は商法の規定では足 りないところを補 う特別法的性質のもの
である。証券取引法においては株式ないし株式会社が一般に対象とされている
のではなく,これに著 しい限定が施されている。従って,商 法の適用範囲との
間には重大な開 きが存在するが,こ のことは証券取引法が投資者保護の見地か
らその対象を定めればよいのに対 し,商法 は株式会社 を組織 し運営する以上当
然生ずる事項 を一般的に規制 しなければならないことか ら生ず る当然の結果で
ある18)。
さらにまた,つ ぎのような見解 を示 している。
「しか しこのような一般法 と特別法 との関係は一定不変なものではなく,一
方において証券取引法の規定が整理され,他 方においてまた商法の規定 自体に
修正が加えられるならば,そ の限度において証券取引法の特別法性 は当然消失
するわけである19)。」
公認会計士による会計監査は昭和26年から証券取引法の もとで始め られ,同
49年には商法にも導入 されるようになった。現行の会計監査は証券取引法 と商
法のもとで並立 して行なわれている。同一 目的で行なわれているとすれば,証
券取引法上の会計監査は特別法性 を失うことになろう。そうなれば,一 元化へ
の道が開かれることになるといえよう。
もっとも,証券取引法上の監査は連結財務諸表 を申心に据えているのに対 し,
18)鈴木竹雄 「証券取引法 と株式会社法」(田中耕太郎編 『株式会社法講座(第 一巻)』
有i斐閣,昭 和30年,357-358,366ページ)。
19)同論文,367ペー ジ。
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商法上の監査は個別財務諸表を中心にしている。両者の融合はそれほど簡単で
はないかもしれない。
4監 査基準の変遷
(1)昭和25年の設定 と31年の改訂
監査基準は経済安定本部企業会計基準審議会の中間報告 として昭和25年7月
に設定された。前文の 「財務諸表の監査 について」では,監査の意義 とその必
要性および監査実施の基礎条件が説明 されている。これ らの内容は,監査 に対
する社会一般の認識 を向上せ しめ,監 査制度の円滑な運営を図るために説明さ
れたものである。
さらに,「監査基準 の設定について」では,監 査基準の意義 と構成および設
定理由が述べ られている。監査基準の意義 については,つ ぎのように規定され
ている。
「監査基準は,監査実務の中に慣習 として発達 したもののなかか ら,一般に
公正妥当 と認められたところを帰納要約 した原則であって,職 業的監査人は,
財務諸表の監査 を行 うに当 り,法令 によって強制されな くとも,常 にこれを遵
守 しなければならない。」
この監査基準 は証券取引法上の会計監査 を念頭において設定 された ものであ
る。 しか し,それに限定されるものではないとして,黒 澤清氏はつぎのように
述べている。
「監査基準は,そ の本質において,証 取法監査ばか りでなく,監査一般の根
本原則である。監査基準は法律ではない。 したがって監査基準がそのままの形
で法的に強制されるということはない。 しかしそれは監査人 も,監査 をうける
会社 も,一般の利害関係者も,政府 も,財務諸表の監査 に関して,認 めなけれ
ばならない社会的なルールである20)。」
20)黒澤清 「監査基準解説」(同編 『監査基準』 中央経済社,昭 和32年,35ペー ジ)。
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監査基準は,監 査一般基準,監 査実施基準お よび監査報告基準の三種 に区分
される。また,別 に監査実施準則が規定された。
昭和31年の改訂は,正 規の財務諸表監査 を実施するにあた り,過去6年 あま
りの実務経験 をふ まえて改訂 された ものである。 したがって,そ れは根本原則
を変えるものではないといわれている。
監査実施準則の改正について,江 村稔氏 はつ ぎのように解説している。
「今回改正 された監査実施準則 における最大の特長は,『正規の監査手続』
が根本的に改め られたことに求め られるであろう。旧準則の 『正規の監査手続』
は一般監査手続 と個別監査手続 に二大別 され,更 に,後 者が資産項 目,負債項
目,資本項 目,損益項 目に細分 されていたのに比 し,改正準則 は,一般的事項
の監査手続,取 引記帳の監査手続,勘 定残高の監査手続,決 算記帳の監査手続
という分け方によっている21)。」
また,31年改訂で新 しく設定された監査報告準則 について,飯 野利夫氏はつ
ぎのように解説 している。
「監査報告準則は,形式的には,今 度の改正にあたって,そ れ とともにあら
たに制定発表されたものであるが,そ のなかのい くつかのものは,す でに従来
の監査報告基準に規定されていたものである。すなわち,改 正前の監査報告基
準では,『基準』 としての報告に関する一般的なものと,『準則』 としての手続
的なものとが混在 していた。そこでそのうち,監査報告に関する根本原則だけ
を監査報告基準にのこし,そ れ以外のものを監査報告準則にうつすことによっ
て,監 査報告基準を純粋化せんとしたのである22)。」
(2)昭和40年から58年に至る改訂
昭和40年と41年の改訂は山陽特殊製鋼の粉飾事件等に対応 したものである。
昭和40年に監査実施準則が全面改訂 され,同41年に監査基準 と監査報告準則が
21)江村稔 「監査実施準則解説」(同書,88ページ)。
22)飯野利夫 「監査報告準則解説」(同書,96ページ)。
戦後の会計監査2g
改訂された。監査実施準則の改訂内容はつ ぎのとお りである23)。
監査実施準則 は,そ の基本的構想 においては従来 と大 きな差異はないが,ほ
ぼ全面的に改訂 された。すなわち,全 体の体系 を 「第1総 論」,「第2通 常の監
査手続」 とに大別 し,「総論」では,監 査基準,新 準則全般 に関連する基本的
な事項 について定め,専 門家に対す る教示的,啓 蒙的な文言や定義的な規制は
できる限 り削除し,他 方,監 査契約締結における事前調査,監 査計画の設定に
関する事項を新設するなどの整備が行 われた。
次に,「通常の監査手続」 は従来 「正規 の監査手続」 とあったのを改称する
とともに,こ れを予備調査の手続,取 引記録の監査手続 及び旧準則 における
勘定残高の監査手続と決算記帳の監査手続 とをまとめた財務諸表項 目の監査手
続の3種類 に分けて示 した。
そ して,(1)棚卸資産の実地棚卸の立会を行 うことを建前 とし,(2)売掛金残高
の確認 を原則 として行 うこととし,(3)実質的支配従属関係 を有する会社の監査
を導入 し,ま た,財 務諸表の表示方法 に関する検討を加え,仮 勘定,貸 付金,
資本,販 売費及び一般管理費,偶 発債務等の監査手続を追加するなど全般的に
監査手続の強化が図られた。
その後 も改訂作業 は必要に応 じて進められた。昭和51年7月には連結財務諸
表監査に対応 して,監 査実施準則お よび監査報告準則が改訂された。昭和52年
3月には中間財務諸表監査基準が設定 された。昭和57年4月には,重 要な後発
事象が財務諸表の注記事項 とされたことに対応 して,監 査実施準則,監 査報告
準則お よび中間財務諸表監査基準が改訂 された。昭和58年2月にも監査実施準
則の改訂が行なわれている24)。
23)『公認会計士制度25年史』377ペー ジ。
24)日本公認会計士協会年史編纂特別委員会編 『50年のあゆみ』日本公認会計士協会,
平成12年,365ペー ジ。
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(3)平成元年から10年に至る改訂
平成元年以降の改訂については,つ ぎのように整理できよう25)。
平成元年5月 には,財 務諸表に重要な影響を及ぼす不正行為等の可能性 に対
処するため,相 対的に危険性の高い財務諸表項 目に係 る監査手続 を充実強化す
ることとし,監査実施準則の改訂が行なわれた。
平成3年12月には,監 査基準,監 査実施準則お よび監査報告準則が改訂 され
た。それ らは昭和40年・41年の改訂以来,実に約25年ぶ りの全面改訂 となった。
監査基準関係の改訂内容としては,意見差控に係 る規定を新たに置 くとともに,
監査人が特に必要 と認める重要な事項を 「特記事項」 として監査報告書に記載
す る規定を設けた。監査実施準則関係 としては,「通常の監査手続」 を啓蒙的
役割を終えたと考えられる等の理由によ り削除 したこと,新 たに監査要点を示
したこと,経 営者による確認書 を入手 しなければならない としたこと等があげ
られる。関連 して,申 問財務諸表監査基準の改訂 も行 なわれた。
平成10年6月には,中 間監査基準の設定な らびに監査基準,監 査実施準則お
よび監査報告準則の改訂が行なわれた。 これらは連結財務諸表制度の見直しに
より,中 間連結財務諸表お よび連結キャッシュ ・フロー計算書が監査対象 と
なったことによるものである。
ここ十数年,会 計基準の設定および改訂が頻繁に行 なわれた。それに合わせ
て,監 査基準および準則の改訂が行 なわれてきたことになる。会計基準 と監査
基準 はどちらも欠かせない ものである。相互に連係 を保つことによって,実 務
上の効果が発揮 される。今後 も両者の協調は当然に必要といえよう。
25)同 書,366-370ペー ジ参 照 。
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公認会計士監査制度を取 り巻 く環境は著 しく変化 しようとしている。そのこ
とはつ ぎの3つ の大改革が暗示 しているようである。
第1は 監査基準の改訂であ り,平成14年1月に行 なわれた。監査実施準則お
よび監査報告準則 を削除したことによって明 らかなように,そ れは大胆 な改訂
であった。
第2は 公認会計士法の改正であ り,平成15年5月に行なわれた。そこでは試
験制度を改革 し,公認会計士審査会を公認会計士 ・監査審査会に改組するなど,
昭和23年以来の抜本的な改正がなされている。
第3は 会社法の制定であり,平成17年6月に行なわれた。商法中の会社関係,
有限会社法,商 法特例法等が会社法 としてひとつ に統合された。
こうした改革は,い ずれも今後大 きな影響を与 えると予想 される。半世紀以
上にわたって築かれてきた戦後の会計監査制度は,い まや全面的な見直しを迫
られている。今後の展開を予測することはます ます難 しくなって きたといえよ
う。
